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はじめに

21世紀を目前にして、私たち人類には、環境保全という地球規模

の課題に取り組まなければならない現実が迫ってきています。

そのために循環型社会の形成が叫ばれています。

横河電機は「YOKOGAWAは計測と制御と情報をテーマに、

より豊かな人間社会の実現に貢献する」を企業理念にかかげ、

その事業を通して循環型社会の形成に貢献できるよう努めます。

Enterprise Technology Solutionsというビジネスコンセプトの

もとに、各種計測器、センサ、分析計、制御システムさらにアプリ

ケーションパッケージの提供を通して、省エネや省資源などの

お客様のニーズにお応えすることによって、産業界の生産効率の

向上を支援し、環境負荷の軽減に貢献し、ひいては循環型社会の

形成に役立つことができると確信しています。

横河電機の企業活動においても、ISO 14001環境マネジメント

システムに則り、「企業活動のゼロエミッション化」を目指します。

環境保全を経営の重要課題と位置付け、製品設計、生産設備、

生産ライン、調達や物流など、生産活動のプロセスでの環境調和

を進めています。

同時に環境会計の仕組みも整備し、循環型企業を目指した活動

をグループ・グローバルに展開しています。

「YOKOGAWA人はよき市民であり，勇気を持った開拓者で

あれ」を企業理念にもかかげる横河電機は、全社員の環境保全

意識を高め、地域社会との共生を基本とした全員参加の環境

保全活動を進めます。

1999年9月

代表取締役社長

環境担当役員
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会社概要
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環境マネジメントシステム

1.環境理念・環境方針

横河電機は、「計測と制御と情報をテーマに、より豊かな人間社会の実現に貢献するとともに、

一人ひとりがよき市民であり、勇気を持った開拓者であれ」という企業理念に基づき、1996年

3月に「環境マネジメント基本規程（環境社規）」を定め、環境保全活動の指針となる環境理念・

環境方針を制定しました。

これらの理念に基づき事業活動を推進し、循環型社会の実現に向けて環境保全活動に積極的に

取り組んでいきます。

■環境理念

横河電機は、かけがえのない地球の環境保全が人類共通の

最重要課題であることを認識し、経営活動の重点課題として

とらえ、企業活動のあらゆる面で地球環境保全に総合的に

取り組んでいきます。

また、すべての企業活動と一人ひとりの行動を通して、地域

社会との共生を基本に地球環境保全活動を推進し、循環型

社会の実現のため環境保全活動の究極のゴールとしてゼロ

エミッションを目指します。そのために、環境マネジメントシステムの

国際規格ISO 14001に適合した環境マネジメントシステムを

グループ・グローバルに構築し、実践し、実効を挙げ、さらに継続

的改善を図ります。

■環境方針

1）環境意識の育成

「環境マネジメント基本規程（環境社規）」および「環境方針」を

教育・啓蒙活動により全社員に周知し、地球環境保全の意識を

育成する。また、社員が地域などで身近に取り組める環境保全

活動への参加を積極的に支援することにより環境意識の高揚を

図る。

2）環境マネジメントシステムの継続的改善

横河電機は、ISO 14001環境マネジメントシステムを実践する

中で、システムの継続的改善と環境パフォーマンスの継続的

向上を図り、地球環境保全に貢献する。

3）環境保全活動の実践

本社機能として、各サイトおよび関連会社への指示・支援等を

充実し、環境保全活動をグループ・グローバルに展開する。

横河電機の各サイトおよび関連会社は、横河電機環境方針を

遵守し、環境方針および目的・目標を制定し、具体的な環境保全

活動を実践する。

実施状況は、内外部による環境監査により定期的に評価し、

継続的な改善を進め環境汚染の予防に努める。

この目的・目標の中には下記の事項を考慮する。

・ 法規制および社会的約束の遵守

・ 地球環境保全に配慮した製品の開発・生産・販売および

サービス

・ 廃棄物の削減とリサイクルの促進によるゼロエミッションを

目指した活動

・ 資源・エネルギー使用量の削減（地球温暖化ガスの削減）

・ 地域社会との共生

4）環境保全事業活動

環境調和型製品とソリューションの提供を通して、豊かな地球

環境保全事業活動を展開する。

5）情報の開示

横河電機環境方針は社外に開示する。
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＜地球環境保全活動のコンセプト＞
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環境マネジメントシステム

2.体制と責任

1995年10月、「横河電機地球環境委員会」を設置しました。これは環境保全活動全般について

の全社的な方針の決定と指示、サイト間調整、下部機関ワーキンググループへの諮問、取締役会

への報告事項の承認などの機能を持った横断的組織です。環境保全の活動計画は、この全社的

な方針に基づいて各サイトおよび関連会社で策定され、取り組み活動を推進します。また、特に

重要な課題は取締役会で報告・審議されます。

横河電機の環境保全活動は一部の専任部門が行うのではなく、あくまでも社員一人ひとりが

環境保全への明確な意思を持ちながら自ら取り組むものです。

取締役会�

社　　長�

地球環境推進室�

全社環境担当役員�
全社環境管理責任者�

本社サイト環境担当役員�
本社環境管理責任者�

甲府サイト環境担当役員�
甲府環境管理責任者�

横河グループ各社環境担当役員�
グループ各社環境管理責任者�

本社サイト地環境委員会�
委員長：本社環境管理責任者�

甲府サイト地球環境委員会�
委員長：甲府環境管理責任者�

横河グループ各社地球環境委員会�
委員長：各社環境管理責任者�

＊小峰工場が含まれます。�

横河電機地球環境委員会�
委員長：全社環境担当役員�

全社共通の各種ワーキンググループ�

各種分科会�

各種分科会�

＊�

＜環境管理組織＞
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3.環境目標

製品開発設計から出荷に至るまでのすべての事業活動において、環境関連法の遵守をはじめ

環境保全対策を積極的に進めてきました。

環境保全活動の取り組み成果を将来にわたって維持・向上させるため、重点的に取り組むべき

項目は適切な目標を設定し、達成に向けて自主管理を行っています。

■2000年までの取り組み

環境保全活動の2000年までの取り組みと単年度の目標を以下のように定めています。

項目�

�

環境調和型製品開発�

�

�

全社�

�

�

本社�

�

省エネ�

�

甲府�

�

�

�

小峰�

�

�

紙資源の削減�

�

�

グリーン調達�

�

�

�
廃棄物の削減�
（リサイクル分除く）�

�

化学物質の削減�

�

環境マネジメントシステム�

2000年度までの取組み内容�

環境調和型製品の開発･設計に�
おいてCO2排出量を25%削減�

環境調和型製品の設計ルールの充実�

エネルギCO2排出量9.5％削減�
（1991年度比）�

床面積当りの電力量を20%削減�
（1991年度比）�

床面積当りのエネルギーCO2排出量を�
20%削減（1991年度比）�

売上高当りの電力量を50%削減�
（1991年度比）�

床面積当りの電力量を12.5%削減�
（1996年度比）�

稼動時間当りの電力量を15％削減�
（1995年度比）�

稼動時間当りの電力量を7％削減�
（1998年度比）�

紙類の使用量を27%削減�
（1996年度比）�

グリーン調達活動推進�

廃棄物（紙ごみ除く）の量を53%削減�
（1995年度比）�

紙ごみのリサイクル率90%（本社工場）�

代替フロンHCFC全廃を目指す�

主要製造会社はISO 14001認証取得�
（18サイト以上）�

1998年度目標�

各部署1機種�
改善設計実施�

エコマテリアル�
選択基準制定�

2.6%削減�

15.6%削減�

－�

41%削減�

－�

10%削減�

－�

12%削減�

グリーン購入�
基準の運用�

外作取引業者への�
環境保全指導�

9.5%削減�

80%�

代替洗浄法確定�

関連会社5社で取得�

�

1998年度実績�

21機種実施�
（11機種完了）  �

エコマテリアル�
選択基準制定�

5.4%削減�

17.1%削減�

16.7%削減�

33.6%削減�

7.2%削減�

15%削減�

基準年度※�

14.3%削減�

再生紙・省エネ型�
OA機器への切替�

7社への環境保全�
指導実施�

29.0%削減�

82.1%�

代替洗浄法確定�
（購入量6.6ton）�

関連会社5社で取得 

1999年度目標                          

各部署1機種改善設計実施�

エコマテリアル活用基準制定�
LCAデータベース制定�

7.7%削減�

－ �

18.8%削減�

－�

10.1%削減�

－�

4%削減�

18.6%削減�

資材にエコマテリアル基準�
を活用しグリーン調達拡大�

外作取引業者に対する�
環境保全指導拡大�

43.7%削減�

85%�

2ライン代替洗浄法確立�
（購入量6.5ton）�

関連会社6社で取得�

※小峰工場は、基準年度が再設定されています。
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環境マネジメントシステム

4.環境マネジメントシステム監査

環境マネジメントシステムの国際規格ISO 14001の認証を取得した後、このISO 14001に

基づき内部環境マネジメントシステム監査（内部環境監査）を実施しています。この監査手順に

ついては、ISO 14010～14012に準拠しており、その監査結果は環境担当役員に逐次報告

を行い、経営層による定期的見直しの一要素に供されています。また、審査登録機関による外部

環境審査も毎年実施されています。

1）内部環境監査の実績

内部環境監査では、環境マネジメントシステムの機能維持・改善

状況、環境方針に基づいて設定された環境目的・目標が、その

プログラムに従って確実に実行されていること、さらには、遵法

事項の維持・管理状況をそれぞれの職場において確認します。

甲府事業所では１９９６年１２月より、本社工場では１９９７年６月より、

小峰工場では１９９７年７月より、それぞれ年間２回の内部環境

監査を行ってきました。

2）内部環境監査員の養成研修

内部環境監査員を養成するため、社内合宿養成研修を1996年

7月から定期的に開催し、1998年度末現在、累計で349名（本社

工場：147名、甲府事業所：46名、関連会社：156名）が、内部環境

監査員としての資格を取得しています。

この研修の講師は、社内の、JAB（日本適合性認定協会）認定の

環境審査員合格者（1998年度末現在で15名）が当っています。

1998年度は、上記の内部環境監査員の資格取得者の中で、

内部環境監査実施の際に、監査のリーダーとなる主任内部環境

監査員19名を対象にレベルアップのための研修を行いました。

3）外部環境審査

認証取得後も、内部環境監査とは別に、ISO 14001の審査登録

機関（第三者審査機関）によって、年間1回のサーベイランスと

3年に1回の認証の更新審査が実施され、厳しい環境マネジ

メントシステムの維持・管理状況、継続的な改善状況などが審査

されます。　

本社工場、甲府事業所、小峰工場共に、このサーベイランスを

受け、それぞれ良い評価を受けています。

なお98年10月には、本社工場において営業部門の編入に伴う

臨時サーベイランスを受け、ISO 14001認証範囲に「販売」が

加わりました。

 計画回数 実施回数 受講合格者（人） 累計（人）�

`96年度 4 4 97 97�

`97年度 4 5 111 208�

`98年度 4 5 141 349

＜内部環境監査員の養成研修＞

＜定期サーベランス風景＞
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5.コミュニケーション

より多くの方々とのコミュニケーションを重視し、環境への取り組みのご理解と評価をしていただ

いています。

＜ホームページ「横河電機の環境保全活動」http://www.yokogawa.co.jp/Environment＞

6.環境教育

企業活動全体の環境に対する負荷を少しでも抑えていくために、社員一人ひとりが自らの立場を

認識、自覚しながら環境保全活動に取り組んでいくように、教育啓蒙を継続的に行っています。

社員の意識高揚のために、新入社員教育／中間採用者教育／

職場異動時教育／階層別一般教育／昇格時教育／職場別専門

教育などを通じて、きめこまかな環境基本教育を実施しています。

98年度は自作のビデオ等を駆使して6,000人余の全社員に、

この環境基本教育を実施しました。また、全員の自覚を定着させる

うえで「環境保全手帳」を配布し、その教育記録やボランタリー

活動参加などの記録を参照し、「環境の日」のグループ・個人表彰

を行いました。

環境負荷の重い職場や製品のグリーン設計を担当する全技術

部員に対しては、職場特有の教育を実施しています。さらには

技能の養成や法定資格の取得・維持のための特別教育も充実

させ支援しています。

これらの教育とは別に、LETS活動（QCサークル活動）の中で

環境保全活動のカテゴリーを設け、発表大会を行いました。

そのほか、環境意識の啓蒙のために、「グリーンタイムズ」を適宜

発行しました。現在ではペーパーレス化を推進しイントラネット上に

移行しています。また毎年6月の「環境月間」には、上述の表彰式

をはじめ、講演会など様 な々イベントも行い、環境意識の高揚を

図っています。

＜LETS全社大会＞

コミュニケーションの手段として本報告書のほかにもインター

ネットのホームページなどを用意して環境情報開示の充実に

努めています。

社内のコミュニケーションには、イントラネットも活用されています。

また、お客様をはじめ、官公庁、日本電子機械工業会など所属

団体、大学・研究機関、その他の団体・個人からのご要望やアン

ケートにも、一元的な対応・記録管理を迅速に行うとともに、お客様・

地域社会からの情報、ご意見、ご提案、苦情を収集し、環境保全

活動に反映させるマネジメントシステムを構築しています。

保持者数

127�

53�

8�

13�

3�

7�

18�

28�

11�

5�

134�

�

資格内容（国家資格）�

危険物取扱者 甲種・乙種�

特定化学物質等作業主任者�

毒物劇物取扱責任者�

鉛作業主任者�

エネルギー管理士 (電気管理士)�

環境計量士�

公害防止管理者(大気)�

公害防止管理者(水質)�

公害防止管理者(騒音)�

公害防止管理者(振動)�

有機溶剤作業主任者�

�

資格コード�

SE103,104  �

SE108�

SE118�

SE170�

SE205�

SE208�

SE218等�

SE228等�

SE236�

SE238�

SH164�

�＜法定資格者リスト＞

＜グリーンタイムズ＞ ＜イントラネット＞

＜環境保全手帳＞


